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● 高額療養費について①（70 歳未満） 
 
高額療養費とは、同一月（1 日から月末まで）にかかった医療費の自己負担額が高額

になった場合、一定の金額（自己負担限度額）を超えた分が、あとで払い戻される制度

です。医療費が高額になることが事前にわかっている場合には、「限度額適用認定証」を

提示する方法が便利です。 
世帯（被保険者と被扶養者）で複数の方が同じ月に病気やけがをして医療機関で受診

した場合や、お一人が複数の医療機関で受診したり、一つの医療機関で入院と外来で

受診した場合は、自己負担額は世帯で合算することができ、その合算した額が自己負

担限度額を超えた場合は、超えた額が払い戻されます。 
ただし、70 歳未満の方の合算できる自己負担額は、21,000 円以上の

ものに限られます。70 歳以上の方は自己負担額をすべて合算できます。 
＜自己負担額の基準と注意点＞ 
❶医療機関ごとに計算。 
➋同じ医療機関であっても医科入院、医科外来、歯科入院、歯科外来に分けて計算。 
➌医療機関から交付された処方箋により調剤薬局で調剤を受けた場合は、薬局で支払

った自己負担額を「処方箋を交付した医療機関」に含めて計算します。 
自己負担限度額は、年齢および所得状況により設定されており、70 歳未満については

下記の区分となります。 
所得区分（標準報酬月額） 高額療養費算定基準額 
83 万円以上 252,600 円＋（療養に要した費用－842,000 円）× 1％ 
53 万円以上 83 万円未満 167,400 円＋（療養に要した費用－558,000 円）× 1％ 
28 万円以上 53 万円未満 80,100 円＋（療養に要した費用－267,000 円）× 1％ 
28 万円未満 57,600 円 
低所得者 35,400 円 
＜注意事項＞上記の区分が自己負担限度額となりますが、実費負担額（保険外負担

額）は対象となりません。つまり、「領収書の金額」＝「自己負担額」ではございま

せんので、下記の実費負担額を除いた金額で計算して下さい。 
・食事療養標準負担額、生活療養標準負担額 
・評価療養・患者申出療養又は選定療養に係る特別料金 
・訪問看護療養費及び家族訪問看護療養費に係るその他の利用料 
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 ● 労務 Q＆Ａ 

Q   就業規則、法令、労働契約、労働協約についての違い

と優先順位を教えて下さい。  
 
A   就業規則とは、事業場ごとに作成される、雇用主と従業員

の間の雇用に関するルール（勤務形態、賃金、服務規律等）を

定めたもの、労働協約は、労働組合と会社側の使用者との間

で協議（団体交渉）した結果、労働条件等について合意したものを双方

が記名押印して約したもの、労働契約とは、使用者と労働者が交わす労働条

件に関する合意契約のことをいいます。「法令」とは、「法律と命令」を合わせた呼

称であり、国会の議決によって制定されるものを指します。 
また、効力の優先順位は優位なものから以下の順番になります。   

法令  ＞  労働協約  ＞  就業規則  ＞  労働契約  
特に労働契約と就業規則については、労働契約法 7 条によると「使用

者が合理的な労働条件が定められている就業規則を労働者に周知させ

ていた場合には、労働契約の内容は、その就業規則で定める労働条件に

よるものとする」との記載があり、就業規則が優先されます。但し「労

働者及び使用者が就業規則と異なる労働条件を合意していた部分につ

いてはこの限りでない（違反事項を除く）」との例外もございます。  

● 安全衛生特集⑥（雇入れ時・作業内容変更時教育） 

労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対してその従事する業務に関する安全又は

衛生のための教育を行うことが定められています（項目は、下記参照）。教育時間につ

いては労働時間に含まれ、所定労働時間内に行われるのを原則とし、やむを得ず法

定労働時間外に行われた場合は割増賃金を支払う義務があります。 

  

 

 

 

 

 

令和４年は全国で 774 人の労災死亡事故が発生し、令和 3 年（778 人）と比べてほぼ

横ばいの状況ですが、労災死傷者数は令和 4 年が 132,355 人で令和 3 年（130,586 人）

よりも 1,769 人増加しております。労災を防止するには、上記の教育が適正に行われて

いるのかがとても重要です（昨年に引続き月報に掲載）。労働基準監督署を通じて「労災

0 運動」という取り組みがありますが、単に事故が無ければよいという考え方ではなく、

職場や作業に潜むすべての危険を発見・把握・解決し、根底から労働災害をゼロにして

ゆこうという信念をもって取り組んで頂ければ更に「労災 0」に近づくことが可能です。 

❶機械等、原材料の危険性又は有害性及びこれらの
取扱い方法に関すること 

➋安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及び
これらの取扱い方法に関すること。 

➌作業手順に関すること。 
❹作業開始時の点検に関すること。 
➎当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原
因及び予防に関すること。 

➏整理、整頓及び清潔の保持に関すること。 
➐事故時等における応急措置及び退避に関するこ
と。 
➑その他当該業務に関する安全又は衛生のために必

 
 

＜省略可能な条件＞ 
※安全管理者の選任を要しない業種の
事業場の労働者については、❶～➍ま
で。 

※全部又は一部に関し充分な知識及び
技能を有していると認められる労働
者 


